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＜答弁＞ 

 この４年間を振り返りますと、まずは大規模自然災害や新型コロナの感染拡大といった緊急

事態から市民、事業者の皆さまを守るために全力で対応してきたことが挙げられます。また、

市民の皆さまとお約束した公約については、基本政策として取り組み、４年間を通じて９８％と

なる見込みであり、昨年実施した市民意識調査では、ほとんどの項目において前回調査より、

良い評価をいただきました。こうした点をふまえ、自己採点をつけるとすれば及第点と考えて 

おります。４０万人市民の代表として、これまでＳＤＧｓの目標にそって、いずれの施策にも全身

全霊を傾けて取り組んできましたが、とりわけ、未来を担う子どもへの施策を最優先に、小中 

一貫校の建設や３５人学級の推進をはじめ、４年連続待機児童ゼロの達成、子ども医療費 

助成の対象年齢の拡大などに取り組んでまいりました。さらに、子どもの権利を守ることは   

もとより、子育てに関する不安・課題を抱える家庭に対して、迅速かつ包括的に支援が    

行えるよう、児童相談所の設置を決意しました。引き続き、子どもたちが健やかに育つための

環境づくりについては、優先課題として取り組んでまいりたいと考えております。市長に     

求められる資質や能力についてですが、私は選挙で市民の皆さまから信託をいただいたこと 

への責任の重さを痛感しております。そのため、さまざまな状況にある人の意見を聴き、   

市民起点で判断し、そしてそれを施策として着実に実行することを常に意識して取り組んで 

いるところであります。 
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＜答弁＞ 

 新型コロナウイルス感染症により市民、事業者の皆さんは大変大きな影響を受けてきました。

そのようななかで、市民の暮らしや地域経済を支援するために、国の支援策に加え、子育て

応援特別給付金やプレミアム付き商品券の発行といった市独自の支援策を、議会の皆さまの

ご協力もいただきながら、迅速に実行することができました。デジタル化の推進については、 

推進体制を整えるとともに、とよなかデジタル・ガバメント戦略を策定し、手続きのオンライン化

やＬＩＮＥを活用したサービスの拡充など着実に進めてきました。教育環境の充実については、

全児童生徒にタブレットを配布し、オンライン授業やオンライン学習などの環境整備に努めて

きました。引き続き、充実した教育環境づくりに取り組んでまいります。私は、これまでも、   

いじめや虐待を絶対に許さないという思いのもと、未然防止や早期発見につながる様々な  

対策に取り組んでまいりました。さらに今後は中核市の権限を活かして、児童相談所を設置 

することで、市の判断で迅速かつ一貫した支援と、専門性の高い、寄り添った支援を行って 

まいります。さらに、市の資源を有機的につなぐことで、子どもが自立するまで継続した支援が

可能になるなど、市が児童相談所を設置することの最大の効果が発揮できると考えております。

子どもの権利をしっかり守っていけるよう、児童相談所の設置にあたっては、特に人材確保が

重要と考えており、経験者の採用や研修による人材育成など計画的に取り組んでまいります。 
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＜答弁＞ 

 民間活力の導入は、最少の経費で最大の効果を上げるための１つの手法であり、公共   

サービスの質の維持向上、コスト削減、外部に存在する知識・能力等の活用などを主な目的

としているものです。この考え方は、これまで申し上げてきた趣旨と変わりはございません。 

 地域課題や市民ニーズが複雑多様化してきていることや、ICT などの技術革新が進んできて

いることなどから、状況を見極めながら民間の資金やノウハウ、専門的知識などを活用する  

ことは、有効であると考えます。 
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＜答弁＞ 

 「公」は、主に、行政を含む公共団体を指し、「民」は、市民をはじめ、市民活動団体、民間

事業者を指しております。本市で用いております「公民学連携」という用語は、複雑多様化  

する地域課題の解決や行政サービスを向上させていくためには、行政と民間事業者や市民 

活動団体等、といった関係性ではなく、市民活動団体と民間事業者、民間事業者同士、  

といった連携も含め、多様な主体がつながり合い、取組みを行うという意味付けをしている  

ものです。 
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＜答弁＞ 

 ご指摘のとおり、公共領域におけるサービスは、行政だけでなく、市民活動団体、民間   

事業者など、多様な主体が参画し、実践するものであると考えます。用語の使い方に     

つきましては、大阪府では「公民連携」、国では「公民連携」「官民連携」の両方が使われて 

おります。いずれにいたしましても、行政の責務をはじめ、各々の主体の役割をしっかりと認識

することは大切であるため、本市で用いている公民学連携という用語につきましては、改めて

整理してまいりたいと考えております。 
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＜答弁＞ 

 令和３年度における常勤職員以外の職員数は２，２８３人で、割合は３９．１７％となって  

おります。平成２８年度における常勤職員以外の職員数は２，５０８人で、割合は４０．７３％と

なっております。なお、非常勤職員の人数については、週３０時間勤務を１人として換算し  

算出しております。それぞれの任用形態の特性や業務の内容、その職に必要な勤務時間  

などを踏まえて設定しています。 

 

 

 

＜答弁＞ 

 任期が限られている職員が恒常的な業務を担うこと自体は、地方公務員法などの関係  

法令に基づいた適正なものであり、法制度の趣旨を逸脱したものではないと考えております。 

すべての業務を常勤職員が担うという考え方ではなく、業務の内容や性質なども踏まえた  

上で、最も効率的、効果的な職員体制を構築しているものです。職員体制の考え方に    

ついては、すべての業務を常勤職員が担うという考え方ではありません。従事する内容や性質、

その職に必要な勤務時間や勤務期間などを踏まえたうえで必要な雇用形態を選択して   

います。引き続き、最も効率的、効果的な職員体制の構築に努めてまいります。 
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＜答弁＞ 

 本市の指定金融機関を担って頂いております４行の金融機関とは、随時業務の見直し等を

行い、効率化と負担軽減に取り組んでおりますが、この間も、社会的にキャッシュレス決済や

業務のデジタル化が進展しており、地方税では国・自治体と金融機関が連携して取り組む  

納付・収納用 QR コードの導入が予定されているなど、公金の納付及び収納を取り巻く環境は、

今後更なる変化が見込まれます。本市におきましても、とりわけ公金収納において、単に   

これまでの仕組みを踏襲していくのではなく、デジタル化の進展を踏まえた新たな仕組みに 

対応してくことにより、指定金融機関業務が継続していかれるよう、引き続き、業務の見直し 

などについて金融機関と協議を行ってまいります。 

 

 

 

＜答弁＞ 

 本市では、収納代理金融機関が１９行あり、指定金融機関とあわせて２３行の金融機関の

窓口で納付書による公金の支払いが可能となっております。今般、三井住友信託銀行と  

三菱 UFJ 信託銀行から指定辞退の申し出がありましたが、これら２行は本業の信託業務への

経営資源の集中等の理由により、公金収納業務からの撤退を決定されたと聞き及んで   

おります。なお、本市内の店舗は三井住友信託銀行の２店舗のみで、窓口納付、口座振替 
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ともに他の金融機関が十分に利用可能な状況であることから、市民の皆さんへの影響に   

ついては限定的であると考えておりますが、混乱が生じないよう周知については、しっかりと  

行ってまいります。今回は信託銀行からの申出であり、他の金融機関の動向に即結びつくもの

ではないと考えておりますが、キャッシュレス決済などにみられる昨今の決済手段の多様化や

金融機関を取り巻く環境の変化も踏まえ、税や保険をはじめとする収入所管課とともに、   

引き続き、市民等の納付手段の確保を図ってまいります。 
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＜答弁＞ 

 個人情報の取り扱いでございますが、デジタル化の進展に伴い、より多くの情報を簡易に  

かつ迅速に取り扱うことが出来るようになったことにより、情報漏えいの影響も広範囲かつ  

重大なものとなります。デジタル化の推進については、個人情報を保護する強固な基盤の  

上に成り立つものであるため、セキュリティ対策の実効性を高めつつ、対策レベルを一層強化 

していく必要があると考えております。情報漏えい等の事案ですが、毎年度１０件～１５件、  

１件あたり１名～１０名程度の事案がございます。そのほとんどが、職員のシステム誤操作など

ヒューマンエラーによるもので、複数人に同じ内容のメールを送信する際に BCC ではなく CC で

送信したことによるメールアドレスの漏えいのほか、書類の誤交付・誤送付による氏名     

住所等の漏えいが大半を占めております。 

 

 

 

＜答弁＞ 

 個人情報の保護につきましては、基本的な内容を個人情報保護条例及び情報セキュリティ

ポリシー等において定めております。加えて、情報漏えい時の報告や記録、調査の方法に  

ついて示した「情報漏えい時の対応マニュアル」を策定し運用しております。当マニュアルでは、

事案発生時に直ちに関係職員間で共有することはもとより、発生日時、発生場所、漏えい等

の内容及び件数、原因について調査・記録し情報セキュリティ責任者である担当部長及び 

情報セキュリティ統括責任者である総務部長に報告し、セキュリティ会議のもと被害拡大の 

対応、再発防止措置を実施することとしております。 
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＜答弁＞ 

 個人情報の売買でございますが、その実態を市において把握はできませんが、個人情報が

金品と同様に価値があるものとして扱われ、売買の対象にもなりうる（狙われる情報である） 

ことなどについて、情報セキュリティ研修等を通じて一層の意識付けを進めていかなければ 

ならないと考えております。個人情報が漏えいした場合の賠償のあり方につきましては、当然

ながらその対象にはなりうる場合もございますが、具体にはその漏えい内容や損害の状況等に

より個別に対応するものと考えております。 

 ※他市の事例で民法上の「プライバシー権の侵害」にあたるとして慰謝料相当を賠償した 

事例がある。 
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＜答弁＞ 

 個人情報の流出に対する厳格な対応でございますが、個人情報保護条例においては、  

罰則規定を設けているところでございます。いずれにせよ、個人情報保護の強固な基盤   

なくしてデジタル化の推進は成立しませんので、技術的・物理的・人的の三方面から     

セキュリティ対策を進めて参ります。 
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＜答弁＞ 

 渋谷庄三郎さんについては、今年度、神社ビール醸造に関する話題をインスタグラムで  

取り上げた際に、合わせてその業績を紹介したところです。令和４年度に、豊中ゆかりの   

人物や市の歴史を紹介するページを市ホームページの魅力発信サイトに新設し、顕彰して 

まいります。また、本市の歴史にちなんだ商品開発等については、チャレンジ事業補助金の  

案内など、可能な限りその取組みを支援しているところです。 

 

 

 

＜答弁＞ 

 お尋ねの内、千里ニュータウンまちづくりに関しては、市民団体や吹田市と共に検討を進め

ていると聞いております。その他の項目については、関係者や関係団体との皆さんの意向や 

取組みなどの情報把握に努めるとともに、本市として支援のあり方を検討してまいります。 
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＜答弁＞ 

 今後の様々な周年記念事業等の実施につきましては、地域との関わりや当事者のご意向、

公民の役割分担などを勘案し、市としての関わり方を判断してまいりたいと考えております。 

数年内に迫っているものについて申し上げますと、サンマテオ市との姉妹都市提携６０周年、

沖縄市との兄弟都市提携５０周年については、これまで交流に関わってこられた市民の   

皆さんの協力を得て、実行委員会などを立ち上げて具体的な内容を検討します。大阪・関西

万博につきましては、公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会が取り組む「ＴＥＡＭ   

ＥＸＰＯ ２０２５」の共創パートナーに加わり、音楽、スポーツ、食を軸とした様々なイベントに 

おいて、市民団体のつながりづくりや活動場所の提供、情報発信などの後押しを行いながら、

本市の魅力発信・都市ブランド向上につなげてまいります。 
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＜答弁＞ 

 今年度については、リアルでのまつりをメインに、沖縄音舞台のライブ映像を同時に WEB  

発信する等のハイブリッドの形を想定し、ギリギリまで実現を模索しておりましたが、８月末の 

感染拡大を受けて、急遽リアルのまつりを中止したものです。代わりに、もともとリアルの    

まつりに出演予定だったアーティストのスタジオライブや市民団体等の活動紹介、沖縄市との  

オンライン交流などを WEB で配信しました。 

 昨年１０月末現在で、ページ閲覧数１０１７９件、YouTube 視聴数は４６９６件です。沖縄市 

とのオンライン交流では、エイサー検定やクラフト締太鼓工作教室などを WEB 上で行い、   

コロナ禍で夏休みに沖縄に行けなかった方などにご参加いただきました。手遊びや簡単工作

などを紹介する子ども向けコンテンツは、ほっこりとした内容で子どもたちに好評だったと    

伺っております。 

 また、市民ふれあい広場の舞台背景につきましては、今年は、高校生全員の作品を  

WEB 上で公開することができ、家族や友人と共に大いに楽しんで頂いたと伺っています。また、 

近隣市のまつり実行団体からコンテンツが多く凄いといったご感想も頂きました。これらの WEB

配信に要した費用については、前年度に構築したWEBプラットフォームを活用していることから、

前年度に比べ大きく削減しています。 

 リアルのまつりを一番楽しみにされていることは、市民の皆さんも実行委員会のメンバーも 

同じであり、今後におきましても、リアルでの開催が大前提であり、柱であることに変わりは   

ありません。ただ、コロナ禍においても可能な限り、豊中まつりを目標に準備や練習を重ねて 

きた市民団体やアーティスト等の発表の場を維持、確保したいという思いはございます。また、

混雑緩和や感染対策など、リアルのまつりが抱える課題への対応に加え、まつりの内容の  

充実や情報発信の強化など、これからの豊中まつりのあり方を模索していく上でも、WEB の 

活用は引き続き必要なものであり、まつりの事業目的にも叶うものであると考えております。 

 こうしたリアルと WEB の併用の方向性を基本としつつ、次年度以降において、今年度と   

同じように急遽リアルのまつりが中止になった場合の対応については、その時点での様々な 

状況を踏まえて判断していくことになると考えております。 
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＜答弁＞ 

 令和４年度予算については、従来通り、リアルのまつりの開催を前提に予算計上       

させて頂いています。その中で、WEB の活用は、リアルの沖縄音舞台のライブ配信をメイン  

コンテンツに考えています。そういった意味で、リアルのまつりが中心であることに変わりは   

ありませんが、一方で、WEB の活用は、混雑緩和や感染対策といったリアルのまつりが抱える

課題への対応等、これからの豊中まつりのあり方を模索していく上でも必要なものです。   

はじめから、補完的かどうかといった枠組みに当てはめるのではなく、様々な可能性を検討  

してまいります。次年度のまつりの日程は、従来通り、８月第１週の土日を予定し、調整を  

進めています。８月であれば、３回目のワクチン接種も、かなりいき渡っていることが予想でき、

可能な限り リアルの開催を目指します。ただ、８月のコロナの感染状況を、今ここで正確に 

予測することは困難ですので、現実にはその時々の様々な制約を踏まえ、その時点での   

実施のあり方を判断してまいります。豊中まつりは、「市民がつくる市民のまつり」を理念として、

多くの人が一緒になって楽しめる空間をつくりたいとの思いを、市民団体やアーティストの   

皆さんと共有してまいりました。発信媒体が何であれ、豊中まつりでのパフォーマンスは、   

そうした思いの共有の上で、発揮されるものであり、発表場所だけを切り離すことはできない 

ものと考えております。 

 

 



19 
 

 



20 
 

 

＜答弁＞ 

 豊中東西線の経過としましては、市域南側において、東西方向の公共交通ネットワークが 

脆弱な状況であることから、北大阪急行電鉄緑地公園駅、阪急曽根駅、ＪＲ伊丹駅をつなぎ、

ネットワークの拡充、地域間交流、交通空白地の解消を図るため、令和３年４月に運行を  

開始したものです。次に、現状につきましては、当初需要予測より１日３１０人、１便当たり   

６人の利用者数を見込んでおりましたが、運行開始以降の実績としましては、１日約５１０人、

１便当たり約１０人と、順調に推移しており、履正社への通学でも多くのご利用を頂いて    

おります。 
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＜答弁＞ 

 少路駅前広場は約２４００㎡で、服部天神駅前広場の整備面積は約１８００㎡となって   

おります。ロータリーの利用と致しましては、交通結節機能としてのタクシーの乗降、福祉   

車両や一般車両により送迎利用などを想定しております。なお路線バス等の進入は想定して

おりません。 

 

 

 

＜答弁＞ 

 服部天神駅前広場は交通広場として都市計画決定されており、ロータリー設置の必要性に

つきましては、服部利倉線において送迎車両によって発生している交通渋滞の低減を図る  

ことや、広い歩行空間を確保することで駅北側踏切における歩行者の安全を確保すること、

併せて駅利用者の利便性・快適性を向上させることなどが挙げられます。緑地公園駅前に 

つきましては、都市計画決定はなされておらず、寺内土地区画整理事業によって駅前広場 

用地として当該地を確保しましたが、その後、路上駐車対策のため駐車場として利用しており、

また、駅周辺には、バス停や転回路が整備されていること等から、現時点では必要が無いと

考えております。 
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＜答弁＞ 

 当該地の一部に都市計画決定がなされていますが、現時点で事業決定はされておりません。

また当該地を含むまちづくりの具体的な計画もないことから、購入の予定はございません。 
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＜答弁＞ 

 都市計画マスタープランの第３章都市づくりの方針に、庄内駅周辺については、駅前広場や

アクセス道路など整備などにより都市拠点としての機能の充実を図ると記載されておりますが、

駅前広場用地の取得にあたっては、都市計画マスタープランなどの方針に基づく位置や  

広さなど具体的な整備計画が必要と考えております。 

 庄内駅前庁舎は、駅周辺の放置自転車対策と、行政サービスの利便性向上を目的に  

整備致しました。現在、１階は駐輪場に、２階・３階は、就労支援事業や子育て相談・保育 

事業等に活用しています。駐輪場を含めたこれらの機能やサービスは、その時々の地域や 

社会の現状に鑑みて決定されるものであり、今後、老朽化で建物が使用できなくなる際には、

公共施設等総合管理計画に照らしながら、改めて建替えや他の市有施設の代替活用等を 

検討する必要があります。このことから、現時点では当該土地を、事前に建替え用地として 

購入することは考えておりません。 
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＜答弁＞ 

 都市計画道路庄内東駅前線の事業決定や車両進入禁止とする方針は、現在のところ  

ございません。都市計画道路を歩行者専用とする等のまちづくりの方向性を定めて      

いくためには、周辺地権者などの意向確認や、駅利用者のニーズ把握などが必要と認識して

おります。 

 

 

。 

 

＜答弁＞ 

 都市計画道路庄内東駅前線を含む地区のまちづくりの計画につきましては、必要と認識して

おります。そのため、先程申し上げた通り様々な立場の方々のまちづくりへの思いを把握する

必要があると考えており、まずは幅広く駅利用者のニーズ調査を行ってまいります。 

 庄内駅と新大阪駅のシャトルバス運行につきましては、既に路線バスが運行していることから、

今後庄内駅周辺の活性化によりさらなる需要増が見込まれる場合には、増便等について  

バス事業者との協議が必要であると考えております。 
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＜答弁＞ 

 １点目、駅の橋上化についてでございますが、まだ決まっているものではございません。今後、

大阪市を含め関係機関と議論して参りたいと考えております。２点目、構想策定にかかる市民

意見の反映につきましては、今回関係機関と議論し、神崎川駅周辺のまちづくりの方向性に 

ついて、市としての議論のたたき台となる考え方を取りまとめましたので、次年度以降これらを

もとに、市民の方々などとの意見交換を行いながら、具体化に向けて進めてまいります。   

３点目、事業費の概算や負担割合について、決まったものはございません。次年度以降   

具体化に向けた検討の中で、事業内容と共に検証して参ります。４点目の神崎川公園に  

ついてですが、神崎川駅周辺まちづくり全体を進めていく中で、関係者の協力を得て、整備を

進めていくものと考えております。５点目、周辺駅とのアクセスについてですが、今のところ  

考えはございませんが、需要が見込まれれば、その可能性について検討して参ります。 
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＜答弁＞ 

 新駅の設置については、長年、議論されてきた事項と認識しておりますが、その判断に   

ついては需要予測や費用対効果等様々な視点から慎重な検討が必要と考えております。 

また、三国塚口線整備に関しましては、当該地において道路整備と相乗効果が期待      

できるようなまちづくりを、事業主体である大阪府と協力し検討して参ります。 

 

 

 

＜答弁＞ 

 南校の再編による学校跡地につきましては、令和５年度に学校跡地ごとの個別活用計画を

策定する予定でございます。策定にあたりましては、地域全体での活性化に資する必要な  

機能について学びの機能も含め、様々な活用案を検討して参ります。 
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＜答弁＞ 

 豊中市の市営住宅につきましては、公営住宅法及び条例により、入居者資格と選考方法を

定めており、高齢者、障害者などの住宅確保配慮者世帯を優遇する仕組みとしており、   

除却希望者に優先枠を設けることは難しいと考えております。しかしながら、一方で      

地震時等に著しく危険な密集市街地については令和１２年度末までの解消を目指しており、 

より効果的な取り組みとして、既存制度に加え、二葉第三住宅などの都市再生住宅の    

活用などを検討してまいります。 
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＜答弁＞ 

 「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を目指すＳＤＧｓの 

目標から考えられる方向性として、高齢者・障害者などの住宅確保要配慮者が、安心して 

住み続けられる住宅を確保することを、住宅マスタープランの施策の方向性の一つに掲げて

おります。具体的には、居住支援協議会の相談事業における関係機関との連携強化や、  

民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネットの充実に向けた検討を行うことについて記載 

しております。また、本マスタープランにおける「住宅」という言葉の定義ですが、「誰もが    

自分らしく暮らし続ける」ことや、「地域での特性に応じた魅力あるまちをつくる」ことを目標に 

掲げており、建築物としての「住宅」だけではなく、「住まい」としての意味も含んでいます。 
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＜答弁＞ 

 本マスタープランでは、住宅セーフティネットに関する現状分析の中で、住宅確保      

要配慮者である障害者数が増加していることを示しており、住宅確保要配慮者が安心して 

住み続けられる住宅の確保等が課題と認識しているところです。そのため、目標の一つである

「誰もが自分らしく暮らし続ける」ことを実現するための施策として、居住支援協議会において

居住支援や相談を行うと記載しており、引き続き関係機関との連携を強化し、住宅確保   

要配慮者に対する支援を行ってまいります。なお、本マスタープランでお示ししている地区  

計画やその他住民主体のルール作りについては、魅力ある住環境の維持・向上を推進する 

ための住宅であるグループホームについては「住宅確保要配慮者が安心して住み続けられる

住宅の確保」に向けた施策の中で、確保が必要な住宅として認識しており、このことが明示  

できるよう、記述方法については検討してまいります。 
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＜答弁＞ 

 大阪国際空港は、関西の３空港において、国内線の基幹空港であり、環境と調和した   

都市型空港と位置付けられています。１時間利用圏域人口が３空港最大の１５００万人を 

有する、極めて利便性に優れた空港です。その一方、都市型であるがゆえに、騒音問題や 

安全対策への不断の努力が求められているところです。私は、広域の社会資本である大阪 

国際空港の価値を高めることが本市の持続的な発展にも繋がることから、環境対策を基本と

しながら、中長期的な方向性として、国内長距離路線の復便や国際便の就航などを念頭に

おいています。また、空港に関連する様々な資源の有効活用も、空港の魅力を高めるもの 

です。着陸直下のロケーションを活かした原田緩衝緑地の整備事業や千里側土手の    

利活用は、まさにその一環です。大阪国際空港は、関西に、そしてこの豊中になくては    

ならない貴重な財産です。引き続き関係機関との連携を深め、大阪国際空港の持続的な 

発展に貢献をしてまいります。 

 



32 
 

 

＜答弁＞ 

 本市のまちづくりに空港を活かしていく具体的な方策として、次の３つが重要と考えて    

おります。一つ目は、これまで関係を築いてきた就航先都市との交流の促進です。人やモノの 

交流を生み出す広範な航空路線のネットワークは空港の価値向上に不可欠です。 

 二つ目は、普段から空港で楽しい時を過ごして頂く非旅客機能の充実です。令和２年８月の

空港ターミナルビルの大規模リニューアルはその起爆剤となるものです。集客強化のための 

ソフト事業も必要であり、本市としても昨年８月にストリートピアノコンサートを展望デッキで   

開催いたしました。 

 三つ目は大阪国際空港周辺地域整備構想の推進です。走井緩衝緑地の利活用を地元の

皆さんと更に進めると共に、空港周辺の移転補償跡地の利用促進や、共同利用施設の   

充実なども進めて参ります。こうした取り組みを積み重ね、当市のまちづくりに大阪国際空港を

活かしてまいります。 
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＜答弁＞ 

 事業者での感染者発生時課題については、昨年１１月には全事業者にアンケートを実施  

したほか、随時の聞き取りや事業者連絡会を通じてヒアリングを行い把握に努めています。  

それにより主に、「衛生用品の不足」「職員が感染、濃厚接触者になった場合の人員不足」

「運営面の不安」の３つの課題があると認識しております。一つ目の、「衛生用品」に      

つきましては、定期的に市から配布を行っているほか、感染者発生時には必要に応じて衛生

用品を事業所に追加配布しております。二つ目の「人員不足」につきましては、あらかじめ   

人員に余裕が持てるよう確保する市制度の「福祉サービス継続を目的とした地域人材活用 

支援金事業」の紹介、大阪府が広域で行っている「新型コロナウイルス感染症に係る社会  

福祉施設等への応援職員派遣体制」の事業所への周知を行っているほか、通常の     

サービスが提供できない場合に、活用できる特例制度の紹介をしております。三つ目の、  

「事業所の運営目の不安」につきましては、感染症発生に伴う「かかりまし経費」に対する  

補助や、通所系事業者が休所した場合に在宅サービスを提供できる特例の報酬算定に   

ついて、案内を行っております。今後とも各事業所の不安をすこしでも取り除き、安心いて  

サービスをご利用いただけますよう、必要な取組みを進めてまいります。 

 

 

 

＜答弁＞ 

 入院については、患者さんの病状により、入院の必要性を判断し、必要な場合は大阪府 

入院フォローアップに入院調整を依頼しています。その際に患者さんの障害特性などを   

お伝えし、対応できる医療機関に入院して頂いています。 
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＜答弁＞ 

 （ワクチン接種率）  

 3/6 時点（12 歳以上）２回接種済み８５．７％  追加接種済み２８．４％ 

 

（接種８割超えなのになぜ感染者が増えるのか） 

 免疫回避により、感染が起こっているのではないか。 

 

（ワクチンの効果は、２回目接種から何か月か） 

【ファイザー社製】 

＜感染予防効果＞ １６歳以上の各年代において、デルタ株かどうかに関わらず、２回目  

接種後６か月までの追跡期間において逓減したと報告されている。 

   ※全年齢（１２歳以上）８８％（１か月以内）→４７％（５か月以内）で有意に低下した 

＜発症予防効果＞ ２回目接種後に経時的に低下するものの、高い予防効果を示した。 

   ※６か月間通じて、感染歴のないものにおいて９１．３％ 

＜入院予防効果＞ 全年齢でデルタ株かどうかに関わらず、２回目接種後６か月までの追跡

期間において保たれた。 

   ※全年齢（１２歳以上）：８７％（1 か月以内）→８８％（５か月以降） 

＜重症化予防効果＞ 重症化・死亡に対する予防効果は２回目接種後２か月以上に達した

後、接種後６か月までは同程度を維持した。 

   ※（接種後１か月）９６％→（接種後６か月）８８．９％ 
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【モデルナ社製】 

 ＜感染予防効果＞ 年代問わず、２回目接種後４か月以降、逓減。 

 ＜発症予防効果＞ 年代問わず、２回目接種後４か月以降、９０％以上に保たれた 

 ＜入院予防効果＞ 年代問わず、２回目接種後４か月以降、９０％以上に保たれた 

 

（ウイルスがワクチン効果を凌駕したのか） 

 免疫の隙間を縫って、感染が発生している。 

 

（ワクチンは軽減効果あるのか） 

（初期のウイルスと比較したワクチン効果） 

「厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会（2022.02.10）資料」 

（発症予防効果）３回すべて mRNA ワクチンを接種した場合 

        対デルタ株   ８５％ 

        対オミクロン株 ６６％ 

（入院予防効果）３回すべて mRNA ワクチンを接種した場合 

           デルタ株流行期 ９４％  

              オミクロン株  ９０％ 

 

（ワクチン接種の必要性や意義あるか）→部長口頭回答 

 

（１０歳未満－感染して症状の出る割合） 

「日本小児科学会資料」小児患者 2,597 例（24 論文）より 

・全体的に症状は軽く重症例は４．４％ 重篤例は０．９％ 

・大阪府では、重症事例は６例、うち４例が基礎疾患あり。 

・初発症状は成人と同様だが、低頻度。 

    発熱４３．１％（成人８２～９８．６％） 咳４３．４％（成人５９．７～８２％） 

    多呼吸・息切れ１２．６％（成人３１％） 呼吸困難・呼吸窮迫症候群合併は稀。 

    下痢は６．６％（成人２～３．８％） 

 

（ワクチン接種して、副反応の出る割合） 

資料⑩参照 「適正使用ガイド」ファイザー社 

     ＜コミナティ筋注＞ 疼痛８６％ 疲労６６％ 頭痛６０％ 

     ＜コミナティ 5-11 歳用＞ 疼痛８４％ 疲労５２％ 頭痛３８％ 

    資料⑪参照 「モデルナワクチン説明書」 

      頭痛 関節や筋肉の痛み 疲労 

 

子どもに関しては、リスクと効果を考慮して、接種を考えて頂きたいが、基礎疾患をお持ちの 

方は、接種をお薦めしたい。 
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＜答弁＞ 

(３回目接種の間隔がもっと短縮されるか) 

 ２回目接種から６か月より早まることはありません。 

 →コミナティ筋注、モデルナ筋注とも、特例承認に係る報告で、「追加接種は通常、     

２回目の接種から６か月経過したあとに３回目接種できる」とされている 

 

（接種間隔が必要な理由）承認の段階で、接種間隔が決められている。 

（ファイザー）接種間隔について 

  医薬品の適正使用方法として、定められています。 

 

（４回目以降の接種の想定）現時点では想定していない。 

 

（４回目、５回目接種の想定・スケジュール）今後、必要であれば申請がなされると      

考えている。 

 

（コミナティ筋注５～１１歳用） 

通常３週間の間隔で筋肉内に接種。追加接種なし。 

 

（１回目のみの接種の効果の違い） 

 部長口頭回答 

→ワクチンは１回接種すると初回免疫（プライミング）が得られる。 

これは免疫を活発にするための予備刺激。 

ウイルスの感染能力を失わせる抗体の産生は 10 日～2 週間まで増え続け、その後は徐々に

減少していく。そこで２回目が必要になる。抗体の免疫記憶を活性化させてウイルス予防  

効果を増強させる仕組み。 
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（１２歳以下の３回目接種） 

  １２歳以下への３回目接種の予定はありません。 

→５～１１歳用ワクチン（コミナティ筋注５～１１歳用）３回目接種は、承認されていない。 

 

 

  


